















1  定数 48（欠員１）のうち 27 人が賛成、18 人が反対、２人が棄権したという（2018
年 10 月 26 日付け沖縄県新聞各紙報道による）。　
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2b 校正中の 2019 年１月 29 日に条例が改正され、「どちらでもない」という選択肢
を加えた三択となった（1 月 31 日公布。沖縄県公報平成 31 年号外第２号）。






にすべきと主張する（10 月 18 日付け各紙報道）。
4　2018 年 12 月 15 日付け新聞各紙による報道。補正予算を否決したのは 12 月 13
日の与那国町議会に続き 2 件目という。このほか、同 14 日には本部町議会も補
正予算案を否決したとの報道がある。2019 年１月 11 日時点で、県民投票に協力
しないことを言明しているのは、41 市町村中、宮古島市、宜野湾市、沖縄市お
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票が行われ、賛成が 56％を獲得したという報道がある（丹波新聞電子版 2018 年
11 月 19 日付け）。また、大阪都構想について大阪市住民による２回目の住民投







縄から自治を問う」（2016 年）、法律時報 87 巻 10 号・11 号「特別企画　辺野古
新基地建設問題の法的論点」（2015 年）も参照。
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18　矢祭町が住基ネットに接続をしたのは 2015 年３月 30 日である。町によれば住
基ネットの接続を拒否する理由や原因が完全に解決されたわけではないが、いわ
ゆるマイナンバー制度が法制度化されたことが接続を開始した理由であるとする
（日本経済新聞 2015 年３月 30 日付け）。
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25　松本英昭〔2018a〕755 頁。澤 俊春〔2009a〕50 頁以下は、制度上は市町村側
の同意を必要としない設計になっているが、制度運営の実態としては個別移譲方
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経由するといった制度設計を求めている（同 52 頁注 46）。北海道の取組み例に
ついては、藤巻〔2011〕197 頁以下、特に 199 頁を参照。
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27　福岡高裁那覇支部判平成 28 年 9 月 16 日判例時報 2317 号 42 頁、最判平成 28
年 12 月 12 日民集 70 巻 9 号 2281 頁（判例時報 2327 号９頁）。これらの判決につ
いては、武田真一郎〔2016a〕222 頁以下、太田直史〔2016〕73 頁以下、岡田正
則〔2016〕106 頁以下参照。
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15 日号 20 頁）。また、翁長知事による埋立承認の取消しを違法とした福岡高裁
判決のあった日に、武田は知事室において知事と面談し、住民投票の必要性を説
明したという（週刊朝日 2018 年 11 月３日号）。
29　琉球新報電子版 2018 年４月 18 日付け（『辺野古』県民投票　元山氏に聞く　
停滞打破、再論の新風を　撤回向け民意明確に）。安里長従（辺野古県民投票の
会共同代表・司法書士）〔2018〕を参照。
30　以下の記述は、琉球新報電子版 2017 年 12 月 26 日付け（「辺野古・県民投票で
賛否　承認撤回に『有効』　知事選同日『遅い』」）による。
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琉球新報 2018 年９月６日付け電子版 https://ryukyushinpo.jp/news/entry-797576.
html
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36　県民投票条例施行規則（平成 30 年 12 月 14 日沖縄県規則第 73 号）　https://
www.pref.okinawa.jp/site/chijiko/kentohyo/index.html
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41　少し古いが平成 22 年 10 月総務省自治行政局住民制度課調査では 467 件（う
ち 445 件は市町村合併に伴うもの）となっている（http://www/soumu.go.jp/
main_content/000097297.pdf）。
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46　請求代表者らの条例案が県議会総務委員会で否決された（平成 24 年 10 月５日）
のち、県議会議員 11 名により条例の修正案が提出された（同年 10 月 11 日）。こ
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49　鳥取県元気づくり総本部県民課の職員による回答（2019 年１月 16 日）を筆者
が整理したものである。
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ていた５市でも協力に方針転換するとの報道がある（2019 年１月 25 日付け新聞
各紙）。最終的にはすべての市町村で県民投票が実施されることとなった（2019
年２月１日付け新聞各紙）
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実現は難しい」としている（毎日新聞電子版 2019 年１月 14 日付け）。県は条例
改正で代行できると考えているようであるが、疑問である。
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ことになった（前掲注 50、注 2b 参照）
57　 平 成 30 年 12 月 １ 日 現 在　（https://www.pref.okinawa/lg.jp/site/senkan_i/
documents/h301201teiji.pdf）
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い裁量はない＞とコメントしている（毎日新聞電子版 2019 年１月 14 日付け）。
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ては参照、藤巻〔2013〕95 頁以下、特に 102 頁以下。
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69　年金公報 vol.59（2018 年 2 月号）（一般財団法人 年金住宅福祉協会）http://
kurassist.jp/nenkin-kouhou/kouhouPDF/nenkin_vol59_voice.pdf
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